様式第１号（第８条関係）
年　　月　　日　
東　京　都　知　事　　　殿

企業等の所在地
企業等の名称
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
事 業 計 画 書 兼 交 付 申 請 書
東京都非正規労働者処遇改善促進助成金（以下「助成金」という。）について、助成金交付要綱第８条の規定に基づき、下記のとおり提出します。
記
１　助成事業実施予定期間
平成　　年　　月　　日　から　平成　　年　　月　　日　まで
２　交付申請額
金　４００，０００ 円　
３　企業等の概要等
	企業等の概要

	業　　種
	

	常用労働者数
（申請日時点）
	　　　　　　　　　　　人（内訳：男性　　　人　女性　　　人）

	本申請に係る連絡先

	部 課 係 名
	

	職・担当者氏名
	

	連絡先
	電話番号
	
	FAX番号
	

	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	


４　都内労働者（申請日時点）の雇用形態内訳
	1
	正社員
	　　　　　　　　人　　
	-

	2
	非正規労働者
	　　　　　　　　人　　
	事業対象者

	3
	通常の労働者と同視すべき短時間労働者
※正社員を雇用している場合のみ記入
	　いる　（　　　　人）　・　いない
	-

	4
	派遣労働者
	　　　　　　　　　　人　　
	-

	5
	上記以外
	　　　　　　　　　　人　　
	-


＜上記表の用語の定義＞　
１：正社員とは、期間の定めのない労働契約を締結する労働者であって、正社員待遇を受けている労働者を指す。（短時間正社員を含む。）

２：非正規労働者とは、同一の事業所に雇用され、都内に勤務の実態がある労働者のうち、表中の１及び３から５までにあたる者以外の労働者を指す。

３：通常の労働者と同視すべき短時間労働者とは、「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律」（平成５年法律第７６号）第９条に規定する労働者をいい、通常の労働者と職務の内容（業務の内容及び当該業務に伴う責任の程度）が同じで、かつ人材活用の仕組みや運用なども同じ者を指す。

４：派遣労働者とは、「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律」（昭和６０年法律８８号）第２条に規定する派遣労働者を指す。
５：次に掲げる者等を指す。

・「雇用保険法」（昭和４９年法律第１１６号）第４２条に規定する日雇労働者
・「専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法」（平成２６年法律
第１３７号）第２条第３項に規定する特定有期雇用労働者
５　取組目標

	


	実施事項
	４～６月
	７～９月
	１０～１２月
	１～３月

	①雇用環境整備に係るニーズ調査
	
	
	
	

	②処遇制度整備
	
	
	
	

	③教育・研修制度整備
	
	
	
	

	④福利厚生制度整備
	
	
	
	

	⑤社内周知
	
	
	
	


６　実施スケジュール
· 取組期間を矢印　　　等で図示すること。
